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　1982年度セ・リーグのペナソトレースで優勝した中日ドラゴンスのネット裏にはコンビ昌
一タの端末機がセットされていて，スコアラーが一球ごとに入力する膨大なデータをコンピュー
タで処理し，蓄債された豊富な情報を自在に活用したことが中日優勝の原動力となった，といわ
れている。40年前にさかのぼって，1942年6月のミッドウェー海戦では，暗号解読から得
られた情報が米軍圧勝の極め手となった，と語り伝えられている。企業経営においても，適切な
情報への迅速なアクセスは戦略的重要性をもっている。ハードウェアの劇的な革新とソフトウェ
アの急速な発展によって，情報および情報処理の戦略的重要性はますます大きくなってきた。情
報はエネルギーその他の資源と並ぶ新しい基本的「資源」と認められるようになった。情報を活
用し，情報処理の革新的技術を駆使することによって，生産現場では自動制御装置やロボットの
導入が進み，労働者は単純な反復作業から解放され，オフィス環境もまた自動化・システム化の
波を受けて劇的な変化を示しつつある。ハードウエアの価格性能比が十年に二桁という驚異的な
ペースで改良されるというマイクロエレクトロニクスの目ざましい発展によ6て，情報化の波が
可速され，パソコンやワードプロセクサーなども年々幾何級数的な増加率で市場に浸透しっつあ
る。この情報化の波は止まるところを知らず，産業界からさらに家庭へと波及しつつあり，ホー
ム・エレクトロニクス機器市場は急成長の兆しを見せ始めているという。キャプテンシステムや
ビデオ・レスポンスシステムのようなホームデータパンク，防犯・防災を目的とするホームセキ
ュリティシステム，ハウスコントロールシステム等の確立，コンピュータによる家庭用学習シス
テムの開発など，家庭生活の伝統的なパターンを様変わりさせるような新しい芽が随所に現われ
てきている。コンピュータ本体や情報サービスを安価に利用できるようになると，職場と家庭を
情報機器で結んで仕事をする方が，費用対効果の点で有利となり，在宅勤務に切り替えられるよ
うな職種も今後はふえてくるであろう。また，どの家庭のテレビもチャンネル容量が大きくなり，
世界各国の国際放映番組を自由に受信できるようになるだろう。このように，いまわれわれの周
囲には，まさに「情報革命」と呼ぶにふさわしい現象が随所に見られるようになってきた。その
影響の及ぶところは人間活動の全分野にまたがり，われわれの日常生活の姿まで一変しそうな勢
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いである。この情報革命に連動して，人類の歴史を塗り替えるような新しい産業革命がすでに始
まっているのかも知れない。石油シヨック以来の世界的不況にょって，その大きなうねりはまだ
顕在化するまでには至っていないが，新しい産業革命の条件は徐々に整いつつあるのかも知れな
い。いずれにせよ，その先駆的形態ともいうべき情報革命はすでに動かし難い現実として進行中
である。これによって人間の能力は画期的に拡大されつつあり，その趨勢は今後いっそう加速さ
れるものと思われる。
　情報化の波は，ビジネスや産業や家庭生活の領域に止まらず，否むしろより以上に，科学技術
研究の領域において革新的な影響を及ぼしっつある。日・米・パ三者共同による第ニパナマ運河
建設事業も，大型コンビ＝一タによるシミュレーションによってそのフィージビリティが保証さ
れたと伝えられている。1969年に始めて月着陸有人飛行に成功したアポロ計画，現在進行中
の大規模なスペースシャトル計画，ボイジャー1，2号による惑星探査計画等々，例をあげれば
きりがないが，情報の蓄積・加工・検索・伝達等に関する情報処理技術の発展によって，従来不
可能とされてきた膨大な数値解析や複雑な自動制御システムの開発も可能となり，人間の知能に
代わる超高速のスーパーコンピュータの開発さえも日程に上ってきた。これは人間がラプラスの
「超人」に近づきつつあることを意味するものであろうか。ラプラスは19世紀の始め，その著
「確率の解析理論」の中で次のように述べている　　「われわれは，宇宙の現状を，過去の状態
の結果として，また将来の状態の原因として見なければならない。与えられた瞬間において，自
然を生かすいっさいの力と，自然を組成している存在の相互間の位置をことごとく熟知している
知的超人がおり，その超人がさらにいっさいの事象を解析にかけ得るほど偉大であるならば，彼
は宇宙の最大の物体の運動をも，極微の原子の運動をも，公式のなかに包含し得るであろう。こ
の超人にとって不確実なことは何一っとして存在しない，未来も過去も彼の目には等しく現在で
あるだろう」と。ここに，われわれは力学的世界観の一つの典型を見ることができるが，同時に
また科学知識の発展と人類の進歩に対する強い信頼を表明したチュルゴーやコンドルセーなどの
啓蒙思想の影響をも見ることができる。ラプラス以来百数十年後の今日，情報革命は人間の手に
超人的な力、を附与しっっあるように見える。とりわけ，従来自然科学とくらべて制約が大きく，
経験科学として定量分析に弱いと見られてきた社会科学にとって，情報処理能力の拡大の意義は
はかり知れないものがあるように見える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　皿
　情報化の波は，ナペレーシ・ンズ・リサーチを中心とする経営科学の発達と計量分析の盛行を
もたらした。その方法的基礎となった線形計画法は，第二次大戦中の作戦研究に端を発するとさ
れている。その後におけるコンビ＝一タの発達や，ダンチッグによる一般的数値解法としてのシ
ンプレックス法の確立にともなって，ORは，経営戦略を決定する重要な手段として，広く産業
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界に導入されるようになった。現在ORは，生産と在庫を管理する問題，最も能率的な手順計画，
最小費用による輸送経路の決定など広範囲にわたる最適化問題を解く手法として応用されている。
応用面における発展と並んで，理論的な成果としては「双対定理」の発見．クーン，タッカーに
よる非線形計画法への拡張，クープマンスらによるアクティビティアナリシスの研究等があげら
れる。
　マクロ経済分析の面では，レオンチェフの産業連関分析，クラインのケインジアン・マクロモ
デルによる計量分析の有効性が，コソピュータの発達と相まって広く認められるようになり，わ
が国でも1955年からマクロモデルによる計量分析は経済見通しや経済計画策定の基礎作業と
して不可決のものとなった。現在，このような計量分析は政府諸機関のみならず，民間研究機関，
各大学等でさかんに行なわれるようになっている。毎年，年末から年初にかけて集中的に発表さ
れる政府・民間研究機関等の年度経済予測は，このような計量分析作業のコンテストの観をさえ
呈している。
　経済予測は気象観測などのような純客観的予測とは違って，或る種の「仮定」ないし「判断」
を与件として挿入することによって始めて組み立てられるものであるから，当たるか当たらない
かという結果だけを見て評価を下すのは早計であろう。また人間は観察の対象であるばかりでな
く，行為の主体でもあるから，予測を先取りするように行動することによって予測そのものの変
化の方向を撹乱したり増幅したりすることもあり得るであろう。事実，日本における経済予測の
精度は必ずしも高くはない。1966年から73年までの実質成長率にっいて見れば，政府・民
間の予測には平均3％台の予測誤差を生じている。しかし，それにもかかわらず各種の経済予測
が政府や企業にとって意思決定の重要な手懸かりとなっている事実は否定できない。また，経済
予測の本質そのものの中に予測精度をある一定限度以上には高めにくい要因が含まれているとし
ても，経済理論や予測技術の進歩につれて，予測精度がなおいっそう向上する余地は大いにある
と考えられる。コンピュータの目ざましい発達により，利用可能な情報量と情報処理能力は飛躍
的に増大しっつあるから，昨日までは不可能とされていたことも，明日からは可能となることも
十分に予想される。
　アメリカと日本との間には，経済構造その他制度的社会的な相違があるから，予測精度だけの
比較から予測の質の優劣を判定するわけにはいかないが，経済予測のための理論的基盤の充実，
大規模なマクロモデル稼動の実績等の面でアメリカの方が先進的であることは否定できない。そ
の予測精度も概して高く，1961年から’74年にわたる実質成長率に関する政府予測の誤差
は1．2％となっている。民間の各種研究機関でもそれぞれ特色のある経済予測が行なわれてい
るようであるが，その予測精度は平均1％前後という高い水準を確保しているといわれている。
このように高い精度に裏づけられて，アメリカでは経済予測はすでに「商品」として通用してい
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る。民間の予測機関は有料の会員制によって組織され，予測結果は原則として会員に対してのみ
通報されるという仕組みである。経済予測は理論ではなく，技術であると見られているが，精度
の高い経済予測は，経済過程の客観的把握を抜きにしては成り立ち得ない。その意味で，経済予
測がすでに商品化の域に達したということは，情報革命にともなう大型マクロモデルの実用化と
社会科学のこの方面における進歩を如案に示すものといえよう。
　大型のマクロ経済モデルによる計量分析は短期予測ばかりでなく，長期経済計画の策定やその
改訂ないしアフターケアに重要な手懸かりを与える。1955年に作成された「経済自立五力年
計画」はわが国最初の本格的な経済計画と見なされているが，爾来「新長期経済計画」「国民所
得倍増計画」「中期経済計画」「経済社会発展計画」等々の一連の計画が次々と打ち出され，経
済運営のガイドラインとして長期ビジ・ンの形成に寄与している。これらの計画は「計画経済」
における計画とは異なり，指標的な性格のものであるが，単なる希望的観測ではなく，経済過程
に対する客観的計量的な分析の基礎の上に打ち立てられたのであって，1960年代の高度経済
成長に直接間接役立ったことは否めない。これらの実績を踏まえて，経済企画庁では1979年
以来グローバルな世界経済モデルの作成作業が進められており，1981年末には筑波大学・国
際科学振興財団共同の世界経済計量モデルが完成し，米国の金利引き下げの，日本および世界各
国に及ぼす効果や，わが国の公共投資拡大の世界各国に及ぼす景気浮揚効果などの定量的分析が
一応の成果をあげるまでに至っている。また，制御工学の面で発展した最適制御理論の経済分析
への応用には，非線形連立方程式体系からなる計量経済モデルの最適解を求める作業のために膨
大な計算が必要とされ，従来は困難視されてきたが，コンピュータの急速な進歩とソフトウエア
の整備によってその障害が除去され，第一次石油シヨック下の日本経済の最適経済政策のあり方
を数量的に分析するというような注目すべき研究も行なわれている。
　ローマクラブのレポート「成長の限界」に使用されたシステムダイナミックスの分析手法は，
大型マクロモデルの枠を経済のみならず，環境・資源・人口など人間社会全体・世界全体にまで
拡大した大担なアプローチであるが，この方法の基礎は，対象とする社会システムの各構成要素
間の相互依存関係をフィードバック構造として分析する点にあるとされている。米国ではすでに
数千個のシステムダイナミックスの実用モデルが稼動しているといわれており，わが国でも国家
レベル，都市レベル，企業レベルで各種のSDモデルが開発され，その応用範囲は着実に広がり
つつあるといわれている。大型コンピュータの出現と情報処理技術の劇的な発展によって始めて
実用化されたシステムダイナミックスは，情報革命が社会科学の分野にもたらした「超人」の手
であるといえよう。このようにして，かって定量分析に弱いとされた社会科学の分野においても
計量分析の手法が広く導入されるようになり，計量経済学を始めとして，計量社会学，計量政治
学，計量心理学，計量言語学等々のように，「計量」という用語は社会科学の分野でも決して珍
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らしいものではなくなった。しかし，このことは自然科学と社会科学との間の本質的な相違が解
消されたことを意味するであろうか。「情報と自然科学」ということがきわめて親和的な，自然
な結びっきと受けとれるのに対して，「情報と社会科学」ということが何か意味ありげな，一っ
の問題提起を意味し得ること自体がその間の事情を物語っているといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m
　社会科学は，科学である以上演繹的な論理の体系として，そのうちに矛盾を含むものであって
はならない。即ち無矛盾の論理の体系でなければならない。社会科学はまた，経験科学として，
与件としての公理・公準が経験的事実に基礎を置くものであり，帰結命題が経験的事実に照らし
て反証可能なものでなければならない。社会科学とは「社会における人間の集団行動に関する理
論を，事実による検証可能な形で定式化したもの」と定義されよう。一般に，科学においては理
論的仮説を構想することよりも，それを検証することの方に困難があるが，その理論的仮説が経
験的な事実に基礎を置く演繹的な論理の体系であり，それが現実との対決による検証という過程
を経て始めて理論として確立される，という点に関しては自然科学と社会科学との間に何らの相
違もない。しかし，社会科学の対象は社会現象であり，社会を構成する基本単位は生きた独立の
人間である。人間は「社会的自然」として観察の客体であると同時に，意識をもち，目的を設定
し，歴史を形成する行動の主体である，という二面性をもっている。この意味で，自然現象は純
粋に客観的な現象であるが，社会現象は主観的・客観的な現象であるといわねばならない。この
相違は本質的なものであり，ここに社会科学固有の特質と制約が規定される。それは，科学方法
論的な手順の全体にわたって，与件としての公理・公準の中にも，演繹的推論の論理的連鎖の一
環としても，仮説の検証という段階においても，心理的ないし精神的な要素が何らかの形で含ま
れる，ということである。したがって検証の形式もっねに物的な計量的方法が可能であるとはか
ぎらない。これらの要素を含む論理的連鎖にっいては，内省ないし「理解」すなわち外的行動を
内的な心的態度の表現としてとらえる方法によって判断できるだけである。マックス・ウゴーバ
ーの理論体系が社会科学の一つの大きな成果であることは衆目の認めるところであるが，それは
計量化することもできないし，またその必要もない自己完結的な理論体系として確立されている。
また，経済学における限界効用均等の法則や消費者選択の理論ないし現代効用理論は，数学的方
法を適用して組み立てられているが，これは演繹的論理の展開を精緻化するための，いわば仮説
構成段階における工夫にすぎない。効用は計量できるものではない。したがって帰結命題の事実
との対応はただ内的経験の形で理解され得るのみであって，この場合，計量的方法による実証は
不可能である。
　科学は計量によって精緻化される。天体の運行はニュートンの理論によって精密に解明され，
日蝕や月蝕は秒単位の精度で正確に予測できる。科学は予見するためにあるともいわれる。この
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計量化。精密化・予見可能性という観点から見て，自然科学と社会科学との間には明らかな相違
がある。しかし，予見可能性と定量化ということとは別個の問題であることに注意しなければな
らない。予見可能性とは，初期条件が与えられるならば，非決定論的現象においては所要の確率
精度で，決定論的現象においては完全な精度で，その結果を予知できる，ということである。社
会科学も科学である以上，定量化の可能性の有無にかかわらず，予見可能性の要件を満たさなけ
ればならないし，また事実満たしているといえる。たとえば，消費者選択の理論によれば，何ら
かの価値（選好）尺度と所得とが初期条件として与えられるならば，消費者の効用を最大にする
最適解は一義的に確定される。仮定された初期条件と事実との対応が認められるかぎり，その結
論は必然的で不可避的なものである。同一条件のもとではつねに同一の結果が得られるというこ
の論理的必然性は社会科学の予見可能性を十分に保証するものである。しかしそれは非定量的な，
定性的な形式において充足される場合が少なくない。
　社会科学の領域には，このように計量化に適さないか，または計量不能の心理的精神的要素が
含まれるばかりでなく，一部には数量分析そのものに対する不信感が根強く残っていることも見
逃せない。リカアドオは総計量についてはいかなる関心も示さなかった。彼はマルサスへの手紙
の中で，「数量に関してはいかなる法則も定立し得ない。ただ比率についてほぼ正確な議論がで
きるだけだ。日に日に私は，数量的研究は無効であり欺購的であって，相対的分配率決定に関す
る研究だけが真の科学の対象である，という確信を深めている」と述べている。ロピンズの立場
も基本的にはその伝統を受け継ぐものであって，国民所得の総計概念には本質的に恣意的な仮定
が含まれているとして，その統計的・計量的分析にはきわめて低い，副次的な評価しか与えてい
ない。彼はまた「経済学の本質と意義」の中で，ラプラスの超人の役割は望むべくもないとして，
「もしわれわれが，あらゆる商品の需要の弾力性とあらゆる生産要素の供給の弾力性とを適確に
っきとめることができるとすれば，そしてこれらの係数が一定不変であると仮定することができ
るとすれば，われわれは実際，雄大な計算を思いつくことができるであろう。それによって経済
学のラプラスは，およそ将来のいかなる時におけるわれわれの世界の経済現象をも予言すること
ができるであろう。しかしながら，すでに見たように，このような計算は種々の事態の直接の可
能性を判断するために有用なものではあるが，それに恒久的な妥当性があるとすべきいかなる理
由もない。われわれの経済学のラプラスは，そのシステムにこの種の定数がまったくないという
理由によって失敗しなければならない。われわれは，いわば，われわれの種々さまざまの引力の
法則を，時々刻々再発見していかなければならないのである」と述べている。
　数量分析に対するこれらの非難の中には，社会現象における数量分析の可能性と必要性ないし
その意義というものにっいての偏見と誤解が含まれている。「数量分析は無効であり欺瞳的であ
る」というリカアドオの非難は，ケインズによるマクロ経済学の確立，ぞライン等によるマクロ
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経済モデルの開発と実用化，コンピュータ利用による数多くの計量モデル分析の成果によって，
すでに時代おくれのものとなっている。確かに，ロピンズが指摘しているように，社会現象に計
量分析が適用される場合，何らかの「仮定」ないし「判断」が挿入されることは事実である。経
済予測の精度に問題が残るのは，統計データそのものの精度は別として，マクロモデルにおける
行動方程式のパラメータが万有引力定数のように恒常的でなく，統計的に推定された擬似定数に
すぎないところにある。この点に関して，前掲のロビンズの批判は部分的に当たっている。しか
し，それだから仮定を挿入することは「恣意的」であり，数量分析は失敗するときめっけるのは
行きすぎである。もともと「経済理論」そのものが一組の公理・公準を「仮定」的な前提条件と
する仮言的演繹論理の体系にほかならない。与件の変化する実際の経路は予知できないとしても，
その可能な経路を明らかにするために，一組の「仮定」のかわりに幾組かの「仮定」を段階的に
挿入する場合，諸仮定を含む論理的連鎖に矛盾がなく，論理的に整合的であるならば，これらの
仮定の挿入が恣意的であるとの非難は当らないし，またその有用性を否定することもできない。
ただ，社会現象に対する計量分析は，いわば代替的なシナリオに対応する論理的帰結を明らかに
することを目的とするものであって，自然現象を対象とする純客観的な計量分析とは本質的に異
なるものであることをはっきり認識しておくことが必要である。ロビンズは，経済システムに恒
久的に妥当する定数がないという理由で数量分析をしりぞけているが，経済学者が現実の課題に
真剣に対処しようとするかぎり，「擬似定数」であれ何であれ，それが暫定的に安定的であれば
それを活用しなければならないし，またそれで当面の目的は十分達せられるではないか。ロビン
ズのように「永久不変の一般法則」を追求するとすれば，経済学の内容はきわめて実質の乏しい，
わずか数行の命題に痩せ細ってしまい，現実の課題に対しては撲手傍観するだけで有効な発言力
をほとんど失ってしまうことになる。社会科学は経験科学である以上，何よ「）sまず現実の課題
に答えなければならない。ケインズは「雇用・利子および貨幣の一般理論」の中で，、「正確な一
般化を望み得ない経済学のような複雑な研究におけるわれわれの課題は∫われわれが生活してい
る現実の経済社会において国民所得と雇用量を決定する諸要因を発見し，政策当局の手で制御可
能な変数を選び出すことにある」と喝破している。
　現在，アメリカやヨーロッパの先進諸国は1930年代以来の大量の失業老をかかえ，日本も
含めて深刻な不況に悩まされている。先進国ばかりでなく，発展途上国も巨額の対外債務の累積
によって破産寸前の状態にあり，ソ連を含む社会主義諸国も沈滞から脱出の手懸かりが掴めず，
ポーランドやルーマニアは返済の見込みの立たない大きな対外債務をかかえている。この50年
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来の困難な事態を前にして，経済学はほとんど有効な処方箋を提案し得ず，その鼎の軽重が問わ
れている現状である。情報化の波による計量分析の盛行にもかかわらず，このような有様では，
たとえ今後スーパーコンピ＝一タが導入されるようになったとしても，社会科学がラプラスの超
人のような威力を発揮することを期待するのは無理ではないか，という疑いが生ずるのは避けら
れない。しかし，トリレンマとも呼ばれる現実のこの厳しい事態に対して，社会科学が有効な解
決の手懸かりを提示し得る可能性は決して閉ざされてはいない。ケインズは前掲の「一般理論」
の結論的覚書の中で，古典派経済学が現実の問題解決に無効なのは，その演繹的論理の体系に誤
謬があるからではなく，古典派が自明的と想定した公理・公準そのものが非現実的であったから
であると批判して，発想の転換，「古い観念からの脱却」の必要性を強調している。いま，従来
の経済理論の有効性が問われていることは，その大前提となっている公理・公準の徹底的再吟味
が必要となっていることを意味している。
　当面の行詰まりにこだわらず大局的に見れば，20世紀に入ってから社会科学は格段の進歩を
とげたといえる。とくに最近の情報革命によって，社会現象にっいて全面的ではないにしても，
広い範囲にわたって複雑かっ大規模な計量分析が可能となり，しかもその可能性は時とともに飛
躍的に拡大されつつある。科学は計量によって精緻化されるばかりでなく，計量によって応用技
術開発への手懸か「りが与えられる。社会科学もまた計量化され，統計的方法と結びつくことによ
って，政策への発言権を確保することができる。現在すでに，経済予測や景気予測がその精度に
なお問題があるとしても，一応許容可能な誤差の範囲で実用の段階に入ったということ；また長
期経済計画や経済成長政策の基礎づけに貢献しているという事実は評価されてよい。今後，情報
革命のいっそうの進展にともなって，数理科学の社会経済的計量分析への応用はますます広がり
と深度を深め，マクロモデルによるシミ＝レーシyン技術の発達と情報処理能力の画期的発展と
相まらて，歴史上始めて本格的な「計画経済」社会の到来さえ夢ではなくなってきた。
　ただ，そのような管理社会が即自的に人間の幸福を意味するとはかぎらないのはもちろんであ
る。徹底的に経済効率が追求される企業においてさえも，コソピュータによる情報処理能力の長
足の進歩にもかかわらず，ビジネスにおける最も重要な要素はやはり人閥である，といわれてい
る。ホーム・エレクトPニクスは，より機能的で快適な生活空間を提供すると謳われているが，
これによって家庭内の暴力や不称が解消されるとはかぎらない。平和を愛する多数の人々の悲願
にもかかわらず，核戦争の危険は遠ざかるどころか，ますます緊迫したものとなってきている。
これらすべての矛盾は，結局，モーラルな存在としての人間が神でも獣でもない「中間者」であ
るところから来ている。コンピュータという強力な道具をどう使うかは，結局，人間の価値観と
窮極的価値判断に委ねられている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1982・11・8
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